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§１ 業績結果
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単位：百万円

２００９年度決算のポイント

100.0

3.9

9.9

32.1

24.4

29.7

構成比 （％） 前年比 （％）２００８年度２００９年度

１４０,２９９

５,４１２

１３,８８９

４５,０５０

３４,２８１

４１,６６６

96.3１４５,６９０合計

92.6５,８４６その他

75.0１８,５１５建設施工事業

106.2４２,４０３清掃事業

93.5３６,６７０警備保安事業

98.6４２,２５３施設管理事業

事業セグメント別売上高 単位：百万円

経営成績



（要約）連結貸借対照表 連結キャッシュフロー計算書

単位：百万円

３,２８４28,079３１,３６４純資産合計

固定負債

流動負債

投資等

無形固定資産

有形固定資産

▲３６５49.035４８,６７０負債・純資産合計▲３６５49,035４８,６７０資産合計

３１９3,658３,９７７

▲６９８１２,６２３１１,９２４
▲３,６５０２0,956１７,３０６負債合計

１３９２,６０２２,７４１

１９９824１,０２４▲２４０１８,８８５１８,６４４固定資産

▲３,８４９20,131１６,２８１▲１２４３０,１５０３０,０２６流動資産

増減額
2009年

2月28日現在

2010年

2月28日現在
増減額

2009年

2月28日現在

2010年

2月28日現在

６，９７０

７，６５７

▲６８７

▲５，２５５

▲２，０８７

６，６６８

2008年度

７,８７３現金及び現金同等物の期末残高

６,９７０現金及び現金同等物の期首残高

９０２現金及び現金同等物の増減額

▲４,１６９財務活動によるキャッシュ・フロー

▲１，９６６投資活動によるキャッシュ・フロー

７，０３１営業活動によるキャッシュ・フロー

2009年度

連結貸借対照表

連結キャッシュフロー計算書 営業活動ＣＦ
１０１.３億円

▲１９.８億円

▲４２.３億円

税引前当期純利益

仕入債務支払

法人税等支払額

▲７.９億円

▲５.０億円

有形固定資産取得
関係会社消費寄託

の返還額

▲１７.１億円

▲１５.０億円

長・短期借入金減少額

将来債権流動化資金減少額

投資活動ＣＦ

財務活動ＣＦ

単位：百万円

2009年度の振り返り （成長のマネジメント）

外部営業

• グループ外の受託物件数拡大

• 大手企業の地域一括受託を推進

• 御用聞き運動で、お客さまの潜在ニーズに対応

• 環境負荷低減と光熱費削減の提案を推進

• 改正省エネ法に対応する新サービス「Ａｄ－ＴＥＭＳ」開始

• イオン×京セラ提携をソーラー事業部がバックアップ

• 華北・華南地区での基盤構築に向け、
広東分公司・天津分公司を設立

• 天津、北京２号店の１０年度オープンに向け準備

• ベトナムを始めＡＳＥＡＮ地域も視野に

環境事業

海外事業



イオンディライト
ヘルプデスク

エネルギー使用状況
届出書（省エネ法）

中長期計画書
（省エネ法）

管理標準（省エネ法）

各自治体レポート
（省エネ法）

Ad-TEMS

インターネット
（ASPサービス）

アドバイス・提案

（省エネ・省コスト等）

データセンター

電力使用量
電力料金

ガス使用量
ガス料金

水道使用量
水道料金

油使用量
油料金

その他エネルギー
使用量・料金

事業所A

店舗A

店舗B

データベース

（集計・分析）

事業所B

“Ａｄ－ＴＥＭＳ”導入による、入力から出力までの流れ

お客さま入力

インターネット
（ASPサービス）

Ａｄ－ＴＥＭＳの概要Ａｄ－ＴＥＭＳの概要

Ａｄ－ＴＥＭＳ出力
Ａｄ－ＴＥＭＳ

データ管理

検針
データ

請求書
データ

（電
気
・
ガ
ス
・水
道
・
そ
の
他
）

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
会
社

定期報告書（省エネ法）

排出量報告（温対法）

各事業所／店舗のＰＣから、お客
様専用ＷＥＢサイトにログインし、
毎月のエネルギー使用量とコスト
を入力。

・各拠点で入力したエネルギーデータ
から、エネルギー使用量、ＣＯ２排
出量の集計を実施。

・事業所／店舗間のエネルギー効率比
較等の分析を実施。

※本システムは、日本ﾌｧｼﾘﾃｨ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ株式会社が提供する＠エナジーサービス（バージョン20091224_01)を利用しております。
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ー
タ
集
計
・
分
析
機
能
を
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供

デ
ー
タ
集
計
・
分
析
機
能
を
提
供・

・
・

海外事業の成長海外事業の成長

海外事業の拡大海外事業の拡大
●●広東と天津に分公司を設立広東と天津に分公司を設立
➔➔ 20102010年年６６月、順徳でサービス開始月、順徳でサービス開始

➔➔ 20102010年秋、天津でもサービス開始天津でもサービス開始

●中国全土への拡大
●商業施設へ意識が高まる
CO2削減提案を推進

●●中国全土への拡大中国全土への拡大
●●商業施設へ意識が高まる商業施設へ意識が高まる
CO2CO2削減提案を推進削減提案を推進

今後は今後はASEANASEAN諸国への展開を推進諸国への展開を推進

早期に早期に100100億円のビジネスに！億円のビジネスに！

北京二号店
“永旺朝北悦城店”
北京二号店
“永旺朝北悦城店”

天津モール一号店
“天津時尚広場(TEDA)店”
天津モール一号店
“天津時尚広場(TEDA)店”



2009年度の振り返り （品質のマネジメント）

• 清掃事業のコア化を推進し、生産性が１割向上

• 全国６１の清掃直営店舗で利益率改善を実現

• 施設管理事業の新たなモデル構築に着手

• 働き方改革による社内コストの見直し

• 所定外労働時間を大幅に圧縮

• 本社・支社部門の効率化を実施

• 「イオンディライトアカデミーながはま」を開設

• サービス業の「規格化」「標準化」「省力化」を推進を目指す

• 「産・官・学」連携によるサービスサイエンスの探究

働き方改革

教育投資

業務効率化

“巡回センター効率化推進ＰＴ”を発足(2月中旬までに発足)

●巡回での御用聞き
●収益改善
●遠隔物件対策

“巡回センター効率化推進ＰＴ”を発足“巡回センター効率化推進ＰＴ”を発足((22月中旬までに発足月中旬までに発足))

●●巡回での御用聞き巡回での御用聞き
●●収益改善収益改善
●●遠隔物件対策遠隔物件対策

業務効率化 ～施設管理事業の新たなモデル構築～業務効率化 ～施設管理事業の新たなモデル構築～

“巡回型ビジネスモデルの構築”
●“大型施設”から“小型施設”へのシフト
●ADグループ企業との連携、コールセンター機能の強化
●巡回の収益性向上に向けては、
➔ ワークスケジュールの徹底や巡回ルートの 適化、ＩＴ機器の導入

“巡回型ビジネスモデルの構築”“巡回型ビジネスモデルの構築”
●●“大型施設”から“小型施設”へのシフト“大型施設”から“小型施設”へのシフト
●●ADADグループ企業との連携、コールセンター機能の強化グループ企業との連携、コールセンター機能の強化

●●巡回の収益性向上に向けては、巡回の収益性向上に向けては、

➔➔ ワークスケジュールの徹底や巡回ルートの 適化、ＩＴ機器の導入ワークスケジュールの徹底や巡回ルートの 適化、ＩＴ機器の導入

ＰＴリーダー
各支社長

ＰＴリーダーＰＴリーダー
各支社長各支社長

業務本部
業務改善本部

業務本部業務本部
業務改善本部業務改善本部

サブリーダー
支社業務部長

サブリーダーサブリーダー
支社業務部長支社業務部長

巡回センター長巡回センター長巡回センター長 巡回センター長巡回センター長巡回センター長 巡回センター長巡回センター長巡回センター長

巡回改善推進責任者巡回改善推進責任者巡回改善推進責任者 巡回改善推進責任者巡回改善推進責任者巡回改善推進責任者 巡回改善推進責任者巡回改善推進責任者巡回改善推進責任者

【組織図】



イオンディライトのサービスサイエンスの拠点イオンディライトのサービスサイエンスの拠点

・ 年間延べ１５,０００人の研修プログラム・ 年間延べ１５,０００人の研修プログラム

サービス産業のスタンダード創造を目指しますサービス産業のスタンダード創造を目指します

「イオンディライトアカデミーながはま」の開設「イオンディライトアカデミーながはま」の開設

・ ソーラーパネル設置技術者の育成・ ソーラーパネル設置技術者の育成

・ 有資格者育成に向けた取組み・ 有資格者育成に向けた取組み

・ 産・官・学と連携した次世代技術の研究・ 産・官・学と連携した次世代技術の研究

§２ 合併の概要



合併の背景合併の背景

欧米のグローバル企業で進む
コア事業への集中が、国内でも加速

ノンコア業務をアウトソースすることで、
競争力の向上を目指す動き

アウトソースプロバイダの効率的な管理を目的に、
一括アウトソースの導入

日本における一括アウトソースという
新たなビジネス創出のチャンス

合併のスケジュールと合併比率合併のスケジュールと合併比率

2010年9月1日合併予定日

2010年5月20日（予定）合併承認株主総会

2010年3月25日合併契約締結

2010年3月25日合併決議取締役会

スケジュール

１．３

チェルト
消滅会社

１

イオンディライト
存続会社

合併比率

円滑な統合と早期のシナジー創出に向け

経営統合推進委員会を設置



§３ 総合ＦＭＳ事業について

総合ＦＭＳ事業とは総合ＦＭＳ事業とは
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グローバルＦＭ企業ランキング ＴＯＰ１０グローバルＦＭ企業ランキング ＴＯＰ１０

為替レートは￥１００≒＄９２ＵＳ≒€１３０ （2008/12/30）

１位 Sodexso SA (仏) 18,184億円

２位 Johnson Controls（米）13,379億円

３位 ISS A/S (ﾃﾞﾝﾏｰｸ) 12,355億円

４位 ARAMARK (米) 12,161億円

５位 G4S plc (英) 7,895億円

６位 Secruritas AB (ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)      6,574億円

７位 Ecolab Inc. (米)             5,541億円

８位 Derichebourg (仏) 5,389億円

９位 CB Richard Ellis Group (米) 4,630億円

１０位 Rentokil Initial plc (英)    3,508億円

総合ＦＭＳによるコスト見直しの例総合ＦＭＳによるコスト見直しの例

テ
ナ
ン
ト
管
理

自販機・制服
資機材・事務用品

リサイクル

ビルメンテナンス費
施設管理（修理・修繕含む）
警備 清掃
環境（省エネ提案）

総合ＦＭＳ

メールサービス

ケ
ー
タ
リ
ン
グ

ス
タ
ッ
フ
派
遣

リ
ネ
ン
サ
プ
ラ
イ

会議室手配 出張手配

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

文
書
サ
ー
ビ
ス

管理部門
人事・総務・財務・経理

新生イオンディライトが

一括受託

窓口の１本化

アウトソース

している様々な

ノンコア業務

これまでの

チェルト

各企業が

直接している

管理業務

これまでの

イオンディライト

コア事業に集中できる環境創造のために・・・

お客さまのトータルコスト見直し、
人的資源をコア事業に集中



グローバルに展開し
成長している企業

総合ＦＭＳ事業

事業構造の改革を
推進する企業

ビジネス
チャンス

さらに、地方自治体の
効率化にも貢献

総合ＦＭＳ事業のターゲット企業総合ＦＭＳ事業のターゲット企業

§４ 新生イオンディライト中期計画の概要



総合ＦＭＳ事業の事業戦略総合ＦＭＳ事業の事業戦略

第１フェーズ 第２フェーズ 第３フェーズ

既存＋新サービス既存＋新サービス サービスメニュー拡充サービスメニュー拡充 管理機能の受託管理機能の受託

清 掃施設管理

警備保安 資材調達

新エネ・省エネ

ｺｰﾙｾﾝﾀｰ人材派遣

自販機

福利厚生

文書管理

テナント管理

会議室手配

ケータリング

倉庫管理

＋＋

総務 財務

人事 経理

＋＋

その他

運営部門運営部門 管理部門管理部門

一括アウトソースの
体制の確立

一括アウトソースの
体制の確立

オールインワンサービスオールインワンサービス

提携・Ｍ＆Ａ
グループ人材活用

提携・Ｍ＆Ａ
グループ人材活用統合シナジーの実現統合シナジーの実現

標準化

提案

新生イオンディライト ～中期経営目標～新生イオンディライト ～中期経営目標～

２０１２年度２０１２年度 目標営業収益目標営業収益 ３３,,０００億円０００億円

２００９年度単純合算

イオンディライト

チェルト

２,０８０億円

２０１２年度

目標営業利益率目標営業利益率 ９％９％

収益率向上＋販管費削減

営
業
利
益
率

営
業
利
益
率

現在の売上高

現行モデルの新規成長

新規顧客のＦＭＳ化

既存顧客のＦＭＳ化

Ｍ＆Ａ

２０％
ＵＰ



２０１０年度業績予想
単位：百万円

１０４．４

１０８．７

１０７．９

１０４．４

参考前期比

（％）

１１８．４

１２２．１

１２０．９

１２９．０

前期比

（％）

６,１９９

１１,１３３

１１,１６４

１７３,４３４

金 額（※２）

２００９年度実績

3.6

6.4

6.4

100.0

売上比

（％）

売上比

（％）
金 額（※１）

３．６６,４７０当期純利益

６．７

６．７

１００．０

１２,１０５

１２,０５０

１８１,０００

２０１０年度通期予想

経常利益

営業利益

売上高

単位：百万円

１００．３

１０２．９

１０２．４

１００．２

前期比

（％）

２,５９１

４,８５７

４,８８２

７２,８５６

金 額

２００９年度第２四半期

3.6

6.7

6.7

100.0

売上比

（％）

売上比

（％）
金 額

３．６２,６００当期純利益

６．８

６．８

１００．０

５,０００

５,０００

７３,０００

２０１０年度第２四半期予想

経常利益

営業利益

売上高

※１）２０１０年度イオンディライト株式会社通期予算と２０１０年度チェルト株式会社の下期予算を単純合算しております。
※２）２００９年度イオンディライト株式会社通期実績と２００９年度チェルト株式会社の下期実績を単純合算しております。
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2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

記念配当

配当金

株主還元

誕生以来５期連続の増配を目指します誕生以来５期連続の増配を目指します

15.0円

2006年度

3399.0.0円円27.0円22.0円17.5円配当額

2010年度

予想
2009年度2008年度2007年度

５.０円５.０円

※2011年2月期（予想）の期末配当には、2010年9月1日付のチェルト株式会社との合併について株主総会の承認を
前提として、記念配当5.00円を含んでおります。

３４.０円３４.０円
１６.７％

２５.７％

２２.７％

４４.４％



§５ 参考資料

２．大株主の状況(上位１０社)
所有比率は発行済株式に対する比率です。

３．所有者区分（比率）

証券会社０.２%

その他の

国内法人

５９.３%外国法人
１６.２%

個人その他

１０.７%

自己株式

４.２%

金融機関
９.４%

（ご参考） 損益推移・大株主の状況

０.７％

１.０％

１.２％

１.４％

１.５％

１.５％

２.４％

４.２％

５.４％

５６.２％

所有比率

３０９,３００

３９８,７００

５１２,９００

５６０,８００

６１９,０００

６２２,４００

１,００６,５００

１,７２９,８３８

２,２３０,２００

２３,２６１,８００

所有株式数

イオンディライト取引先持株会

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223

資産管理サービス信託銀行株式会社（年金信託口）

イオン株式会社

イオンディライト従業員持株会

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

自己株式

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー

株式会社マイカル

株主名

１０

９

８

７

６

５

４

３

２

１

順位

１．損益推移 単位：百万円

売比（%）売比（%）売比（%）売比（%）売比（%） 予想実績実績実績実績

３.６

６.７

６.７

１００.０

３.９

７.１

７.１

１００.０

３.３

６.７

６.８

１００.０

３.２

６.０

６.１

１００.０

２.７

４.９

５.０

１００.０

６,４７０

１２,１０５

１２,０５０

１８１,０００

2010年度予想

５,４６６

９,９１２

９,９７０

１４０,２９９

2009年度

４,８７６

９,８１２

９,９４６

１４５,６９０

2008年度

４,３７９

８,１８６

８,３３０

１３７,５１９

2007年度

２,９９８

５,４８５

５,５７６

１１１,１７０

2006年度

売上高

経常利益

当期純利益

営業利益



（ご参考） 経営指標

１,２６６円

１.８９倍

１０.２９倍

６６９.２８円

５４.１５％

３.０２回

３.３５％

６.７４％

１０.１１％

１９.８９％

１２２.９２円

2008年度

２,１８５円

３.８５倍

１９.７９倍

５６６.８７円

４７.４３％

２.８８回

３.１８％

５.９５％

９.１７％

２１.０３％

１１０.３９円

2007年度

３,１００円

３.２１倍

２０.５１倍

９６６.４１円

３９.８７％

２.８３回

２.７０％

４.９３％

７.６２％

１６.８５％

１５１.１７円

2006年度

１,２１６円

１.５４倍

８.８３倍

７８７.８４円

６４.２２％

２.８７回

３.９０％

７.０６％

１１.１９％

１８.９１％

１３７.７９円

2009年度

（ご参考）期末株価

１株当り純資産

ＰＥＲ（株価収益率）

ＰＢＲ（純資産倍率）

自己資本比率

総資本回転率

売上高当期純利益率

売上高経常利益率

ＲＯＡ（総資産当期純利益率）

ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）

ＥＰＳ（一株当り当期純利益）

※

※

※印は株式分割後の指標で表示しております。

■この資料には、イオンディライトの将来についての計画や戦略、 業績に関する予想及び見通しの記

述が含まれています。
◇これらの記述は、過去の事実だけではなく、当社が現時点で把握可能な情報から判断した想定にもとづく見込みです。

そのため、実際の業績は見込みとは異なる可能性がありますので、ご承知置きください。

■資料中、特に注記がない場合を除き下記の方法により記載しております。

◇全て連結を対象として記載

◇記載金額は百万円未満を切り捨て

◇比率は小数点第２位を四捨五入
※当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

本日は、ご清聴頂きまして誠にありがとうございました。
ご意見・ご質問につきましては、下記にお願いいたします。

本日、ご説明した内容につきましては発表日当日（２０１０年４月１５日）に入手可能な情報に基づき作成したものであり、
今後の様々な要因により業績予測につきましては、変更する場合がございます。

Ｉ Ｒ担当連絡先 部署名：ディライトコミュニケーション部

責任者名： 指 江(サシエ)

TEL ０６－６２６０－５６３２

FAX ０６－６２６０－５６５３

又は、ホームページよりお問い合わせください。

ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ａｅｏｎｄｅｌｉｇｈｔ．ｃｏ．ｊｐ

※FAX送信される方は、お名前とご返答用連絡先を必ずご記入ください。

イオンディライト株式会社
（証券コード：９７８７）

イオンディライト株式会社
（証券コード：９７８７）


